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議第126号

平成24年度滋賀県一般会計補正予算（第３号）

平成24年度滋賀県の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ214,487千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ494,372,435千円とする。

２歳入歳出予算の補正の款項の区分および当該区分ごとの金額ならびに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条地方自治法（昭和22年法律第67号）第213条第１項の規定により翌年度に繰越して使用

することができる経費は、「第２表繰越明許費」による。

（債務負担行為の補正）

第３条債務負担行為の追加および変更は、「第３表債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条地方債の変更は、「第４表地方債補正」による。

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子
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議入

第１表歳入歳出予算補正

款 項 補正前の額 補正額 計

Ｔ分担金及び負担

金

１分担金

２負担金

1.597，

千円

506

398,822

1,198,684

千円

△２５，３０４

△１２，７５５

△１２，５４９

1,572 ,｡

千円

202

386.067

1,186,135

８使用料及び手数

料

２手数料

4.586.297

68,901

△．.１．９８５

△１，９８５

4,584,312

66.916

９国庫支出金

１国庫負担金

２国庫補助金

３委託金

49,082,747

29,500,116

18.564.604

1,018,027

△293,706

448,017

△752,555

10,832

48,789,041

29,948,133

17,812,049

1,028,859

10財産収入

１財産運用収入

1,521,918

487,478

34,037

346037

1,555,955

521,515

１１寄附金

１寄附金

33.034

33,034

2.422

2,422

35,456

35.456

１２繰入金

２基金繰入金

29,186,586

27,578,750

1,316,815

1，３１６，８１５

30,503,401

28,895,565

１４諾収入

３貸付金元利収入

４受託事業収入

７雑入

41,681,359

33,404,478

1.955.710

2.090.025

△633.092

△700,000

60,000

6.908

41,048,267

32,704,478

2,015,710

2,096,933

１５県償 84,022,500 △184,700 83,837,800
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款 項 補正前の額 補正額 計

１県償 84,022,

千円

500
千円

△184,700 83,837 、

千円

800

歳入合計 494,157,948 214,487 494,372,435

麓出

款 -項 補正前の額 補正額 計

２総合政策費

１秘書広報費

２防災費

３総合政策企画費

４県民生活費

５文化費

16,133 ，

千円

841

484,489

892.794

10.706.052

￣

1.858.257

2,036,982

５，

千円

275

△６５８

63.715

△９．６７０

△４８，１１２

16,139,

千円

１１６

483,831

956,509

10,696,382

1,810,145

2,036,982

３総務費

１総務管理費

20,375,980

13,076,136

66.159

66,159

20,442,139

13,142,295

４琵琶湖環境費

１水政費

２環境費

３下水道費

４森林林業費

17,549,541

2,392,923

4,184,366

2,999,688

7,972,564

311,533

△４，８０８

7,082

20.712

288,547

17,861,074

2,388,115

4,191,448

3,020,400

8，２６１，１１１

５健康福祉費

１社会福祉費

２児童福祉費

３生活保護費

83,016,568

38,068,401

13.389.802

1.057.238

776,606

930,566

111.668

83,793,174

38,998,967

13,501,470

1,057,238
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款 項 補正前の額 補正額 計

５公衆衛生費

６生活衛生費

７地域健康福祉費

８医薬費

22,754、

千円

102

669,152

1,127,762

5,941,056

８，

千円

317

750

△274,695

22.762，

千円

419

669,902

1,127,762

5,666,361

６商工観光労働費

１商工業費

２中小企業費

３観光費

４労政費

５職業訓練費

32,393,060

3,456,375

25.482.331

442,846

1.919.162

1.006.186

口

196,094

2,795

1.114

△２，０９５

147.580

46.700

32,589,154

3,459,170

25.483.445

440.751

2,066,742

1,052,886

７農政水産業費

１農業費

２畜産業費

３農地費

４水産業賢

14.036.687

4.393.927

1.328.300

7,232,078

1,082,382

27.005

100.401

476

△９３，８２２

19.950

14,063,692

）4,494,328

1,328,776

7,138,256

１ ， 102,332

８土木交通費

１土木交通管理費

２道路橋りょう費

３河)1１費

５砂防費

６都市計画費

８建築・費

９住宅費

44,165,847

4,225,222

23,340,348

8,536,194

3,196,771

1,422,786

1,818,740

995.819

△1,235,040

△700,707

315.259

△477,583

△298,791

△２４，１１４

8,361

△５７，４６５

42,930,807

3,524,515

23,655,607

8,058,611

2,897,980

1,398,672

1,827,101

938,354
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款 項 補正前の額 補正額 計

９響察費

１瞥察管理費

２響察活動費

29,016
千円

744

26.199.849

2.816.895

3９ ，

千円

746

４，８３４

34,912

29,056、

千円

490

26,204,683

2.851.807

10教育費

１教育総務費

４高等学校費

５特別支援学校費

７社会教育費

８保健体育費

129.213.745

15.886.186

27,762,989

11,946,331

1,537,595

890,021

27.109

28,759

９．３５２

△１６，９２１

4,225

1,694

129.240.854

15,914,945

27,772,341

11,929,410

1,541,820

891,715

歳出合計 494,157,948 214,487 494,372,435
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第２表繰越明許費

款 項 事業名 金額

８土木交通費 ３河）I｜費 補助河川災害関連事業費
千円

73.000

１１災害復１日賛 ３土木交通施
設災害復1日
轡

補助土木施設災害復｜日事業費 295,000

合計 368,000
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１追加

迅

第３表債務負担行為補正

番号 事項 期間 限度額

9３ 原子力防災ネットワーク機器整

傭

平成25年度から

平成29年度まで
５５ ６５５千円

9４ 県庁舎改修事業 平成２５年度 ６７ , ７８８千円

9５ 補助道路整備事業

(国道３０３号）

平成25年度から

平成26年度まで
２００ 、 ０００千円

9６ 補助道路整備事業

(国道４２１号）

平成25年度から

平成26年度まで
６５０ ， ０００千円

9７ 補助道路整備事業

(大津能登川長浜線）
平成２５年度 ６０ ， ０００千円

9８ 補助道路整備事業

(平野草津線）
平成２５年度 １０，０００千円

9９ 補，助道路整備事業

(丁野虎姫長浜線）
平`成２５年度 ３０ ０００千円

100 補助道路整備事業

(間田長浜線）

平成25年度から

平成26年度まで
１５ｑ０００千円

1０１ 補助道路修繕事業

(大津南郷宇治線）
平成２５年度 、３０ , ０００千円

102 補助道路修繕事業

(山東一色線）
平成２５年度 １００ ０００千円
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番号 事項 期間 限度額

103 受託道路事業

(山東一色線）
平成２５年度 ５ 、 ０００千円

104 補助河川総合流域防災事業

(三明ノ１１）
平成２５年度 ７０，０００千円

105 単独河川改良事業

(高時)１１）
平成２５年度 ２０，０００千円

106 補助通常砂防事業

(北谷川）
平成２５年度 ６０ 、 ０００千円

107 補助砂防総合流域防災事業

(長命寺)１１支流）
平成２５年度 １２０ ０００千円

108 補助砂防総合流域防災事業

(北砂ノ||）
平成２５年度 ５０ ０００千円

109 補助砂防総合流域防災事業

(平子川）

平成25年度から

平成26年度まで
１５０ ０００千円

110 補助急傾斜地崩壊対策事業

(上水谷地区）
平成２５年度 ６０，０００千円

1１１ 県営住宅ストック総合改善事業 平成２５年度 ３１ ， ２００千円

112 補助土木施設災害復１日事業 平成２５年度 ６０，０００千円

113 総合指揮システム機器整備
平成25年度から

平成30年度まで
８８９ 、 ０００千円

114

ｌ●

通信指令システム機器整備
平成25年度から

平成30年度まで
１ １５６ ， ０００千円
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２変更

番号 事項
補正前

期間 限度額

補正後

期間 限度額

3９ 補助道路修繕事業

(下鴨大津線）

平成２５年度 90,000千円
句

平成２５年度 120,000千円

4０ 補助道路修繕事業

(葛寵尾崎大浦線）

平成２５年度 50,000千円 平成２５年度 130,000千円

4２ 補助広域河)||改修事

業

(日野)11）

平成２５年度 150,000千円 平成２５年度 200,000千円

4３ 補助広域河川改修事

業

(金勝ノ||）

平成２５年度 50,000千円 平成２５年度 90,000千円

5６ 補助砂防総合流域防

災事業

(前川支流）

平成２５年度 50,000千円 平成２５年度 80,000千円

6３ 補助急傾斜地崩壊対

策事業

(沖島地区）

平成25年度から

平成26年度まで

90,000千円

平成25年度から

平成26年度まで

120,000千円

6４ 補助急傾斜地崩壊対

策事業

(賞井地区）

平成２５年度 40,000千円 平成２５年度 80,000千円
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変更．

第４表地方償補正

起債の目的 補正前限度額 補正後限度額

県庁舎施設整備事業費 ８７ 、

千円

７００ １２８
千円

３００

拾 山事業費 ６２９ ， ９００ ６７１ ， ０００

単独治山事業費 １０ ， ８００ ５８ ８００

民間児童福祉施設等整備事業費 １０２ ， ９００ ８２ , ９００

県営かんがい排水事業費 ３９９ 、 ５００ ３６８ 、 ９００

県営経営体育成基盤整備事業費 ４７７ ， ０００ ４７６ 、 ７００

県営中山間地域総合整備事業費 ９５ , ４００ ９５ , ５００

地方道路等整備事業費 １０ ， １３２ ， ５００ １０ フ ４５５ ５００

単独道路改良事業費 ８４８ ， ８００ ６９８ ， ８００

広域何ノ|｜改修事業費 ６５３ , ０００ ５０１ ， ９００

総合流域防災事業費 １ ０４４ ， ９００ １ , ０５４ , ７００

蕊篝地基盤特定治水施設等整備
３１３ ， ５００ ２８８ ， ７００

I可川環境整備事業費 １４７ ９００ ８５ 、 ６００

堰堤改良事業賢 ９４ ２００ ６５ , ９００

何j11等整備事業費 ４ ５６０ ９００ ４ ， ５９０ ， ９００

通常砂防事業賢 ３７６ ５００ １９２ , ８００

地すぺり対策事業費 ２８ ６００ ２１ ， ２００

公営住宅建設事業費 ２２８ ， ６００ ２０２ ， ４００

瞥察.施設整備事業費 １６８ ， ７００ １６７ ３００

補助交通安全施設整備事業費 ９８ ， ８００ ９４ ， ８００



11
譲
第
配
号
平
成
脛
年
度
滋
賀
県
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）

起債の目的 補正前限度額 補正後限度額

●

単独交通安全施設整備事業費 ６１１ ,

千円

４００ ６２４ ,

千円

２００

計 ８４ 、 ０２２ 0 ５００ ８３ ８３７ ８００



６

別口会計補正 算特 予



1３

議
第
、
号
平
成
型
年
度
滋
賀
県
流
域
下
水
道
事
業
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

議第127号

平成24年度滋賀県流域下水道事業特別会計補正予算（第１号）

平成24年度滋賀県の流域下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ886,144千円を減額し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ16,883,856千円とする。

２歳入歳出予算の補正の款項の区分および当該区分ごとの金額ならびに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条地方債の変更は、「第２表地方債補正」による。

上記の議案を提出する。、

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子



1４

＝■

議
第
⑫
具
》
平
成
別
年
度
滋
賀
県
流
域
下
水
道
事
業
特
別
会
計
補
正
予
算

（
第
１
号
）

歳入

第１表歳入歳出予算補正

款 項 補正前の額 補・正額 計

１分担金及び負担

金

１負担金

8.798，

千円

144

8,798,144

△１８９
千円

504

△189,504

8.608、

千円

640

8,608,640

３国庫支出金

１国庫負担金

２国庫補助金

3,468,550

2,347,339

1,121,211

△497,001

△234,339

△262,662

2,971,549

2,113,000

858,549

５繰入金

１一般会計繰入金

3,196,000

2,850,374

20.712

20,712

3,216,712

2,871iＯ８６

６諾収入

１受託事業収入

210,597

203,491

4９

4９

210,646

203,540

７県償

１県償

2,089,900

2,089,900

△220,400

△. 2２0,400

1,869,500

1,869,500

歳入合計 17,770,000 △886,144 16,883,856

歳出

歌 項 補正前の額 補，正額 計

１琵琶湖環境費

１流域下水道費

13,683，

千円

304

6,440,356

千円

△886,144

△886,144

12.797，

千円

160

5,554,212

歳出合計 17,770,000 △886,144 16,883,856



1５
畿
第
、
号
平
成
型
年
度
滋
賀
県
流
域
下
水
道
事
業
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

変更

第２表地方償補正
0

起債の目的 補正～前限度額 補正後限度額

流域下水道建設事業費 １ , ３８８ 9

千円

８００ １ １６８ ，

千円

４００

計 ２ 、 ０８９ ▽ goo ・１ ， ８６９ 、 ５００

イ



算補正予会企 業 計



1７
議
第
、
号
平
成
型
年
度
滋
賀
県
病
院
事
業
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

議第128号

平成24年度滋賀県病院事業会計補正予算（第１号）

（総)則）

第１条平成24年度滋賀県の病院事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（資本的収入および支出）

第２条資本的収入および支出の予定額を、次のとおり補正する。

（補正後の資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額1,122,000千円は、過年度分損益

勘定留保資金で補填するものとする。）

収入

支出

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

款 項 補正前の額 補正額 計

１資本的収入

２楠助金

2,501 ，

千円

０００

918,366

5０，

千円

000

50,000

2.551 ，

千円
000

968,366

款 項 補正前の額 補正額 計

１資本的支出

１建設改良費

3,623 け

千円

０００

1.913.331

5０、

千円

000

50,000

3,673 Ｐ

千円

000

1,963,331



案条 例

on



1９

議第129号

議
第
、
号
滋
賀
県
防
災
会
議
条
例
お
よ
び
滋
賀
県
災
害
対
策
本
部
条
例
の

滋賀県防災会議条例および滋賀県災害対策本部条例の一部を改正する条例案

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田 由紀子

滋賀県防災会議条例および滋賀県災害対策本部条例の一部を改正する条例

（滋賀県防災会議条例の一部改正）

第１条滋賀県防災会議条例（昭和37年滋賀県条例第37号）の一部を次のように改正する。

第１条中「昭和36年法律第223号」の右に「･以下「法」という。」を加える。

第２条第１項および第２項を次のように改める。

委員の定数は、次の各号に掲げる委員の区分に応じ、当該各号に定める人数とする。

（１）法第15条第５項第５号に掲げる者である委員１４人

、（２）法第15条第５項第６号に掲げる者である委員４人

（３）法第15条第５項第７号に掲げる者である委員２０人

（４）法第15条第５項第８号に掲げる者である委員４人

２前項第２号から第４号までに掲げる委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。

（滋賀県災害対策本部条例の一部改正）

第２条滋賀県災害対策本部条例（昭和37年滋賀県条例第38号）の一部を次のように改正する。

第１条中「第23条第７項」を「第23条第８項」に改める。

付則

lこの条例は、公布の日から施行する。

２滋賀県防災会議の委員の定数のうち第１条の規定による滋賀県防災会議条例第２条第１項の

規定の改正に伴い増加した数を充当するため、新たに任命された委員の任期は、第１条の規定

による改正後の滋賀県防災会議条例第２条第２項の規定にかかわらず、平成27年７月31日まで

とする。

部
を
改
正
す
る
条
例
案



2０

議第130号

議
第
“
号

滋賀県国民健康保険調整交付金条例の一部を改正する条例案
上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事

滋
賀
県
国
民
健
康
保
険
調
整
交
付
金
条
例
の

嘉田由紀子

‘滋賀県国民健康保険調整交付金条例の一部を改正する条例

滋賀県国民健康保険調整交付金条例（平成17年滋賀県条例第97号）の一部を次のように改正す
る｡

第２条第４項中「７分の６」を「９分の６」に改め、同条第５項中「７分の１」を「９分の３」
に改める。

付則

この条例は、公布の日から施行し、改正後の滋賀県国民健康保険調整交付金条例の規定は、平
成24年度分の滋賀県国民健康保険調整交付金から適用する。、

部
を
改
正
す
る
条
例



2１

議第131号

議
第
皿
号
滋
賀
県
地
域
活
性
化
・
公
共
投
資
基
金
条
例
を
廃
止
す
る
条
例
案

滋賀県地域活性化・公共投資基金条例を廃止する条例案

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日一

滋賀県知事 ,嘉田由紀子

滋賀県地域活性化・公共投資基金条例を廃止する条例

滋賀県地域活性化・公共投資基金条例（平成22年滋賀県条例第１号）は、廃止する。

付則

この条例は、公布の日から施行する。



2２

議第132号

議
第
皿
号
滋
賀
県
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

２

滋五県税条例の一部を改正する条例案

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

滋賀県税条例の一部を改正する条例

第１条滋賀県税条例（昭和25年滋賀県条例第55号）の一部を次のように改正する。
第38条の17中「100分の25」を「63分の17」に改める。

付則第22条第４項中「第20条第３項または第５項」を「第20条第２項」に改める。

付則第23条第１項中「原子力災害対策特別措置法第20条第３項」を「原子力規制委員会設置

法（平成24年法律第47号）附則第54条の規定による改正前の原子力災害特別措置法第20条第３
項」に改める。

第２条滋賀県税条例の一部を次のように改正する。

第38条の17中「63分の17」を「78分の22」に改める。

付則

（施行期日）

lこの条例は、平成26年４月三１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号
に定める日から施行する。

（１）第１条中滋賀県税条例付則第22条第４項および第23条第１項の改正規定公布の日

（２）第２条の規定および付則第３項の規定平成27年10月１日

（地方消費税に関する経過措置）

２第１条の規定による改正後の滋賀県税条例第38条の17の規定は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に事業者（滋賀県税条例第38条の16第１項に規定する事業者をいう。

以下同じ。）が行う課税資産の譲渡等（消費税法〈昭和63年法律第108号）第２条第１項第９

号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）および施行日以後に保税地域（同項第２

号に規定する保税地域をいう。以下同じ。）から引き取られる課税貨物（同項第11号に規定す

る課税貨物をいう。以下同じ。）に係る地方消費税について適用し、施行日前に事業者が行っ

た課税資産の譲渡等および施行日前に保税地域から引き取った課税貨物に係る地方消費税につ
いては、なお従前の例による。

３第２条の規定による改正後の滋賀県税条例第38条の17の規定は、付則第１項第２号に定める

日（以下「一部施行日」という。）以後に事業者が行う課税資産の譲渡等および－部施行日以



2３

後に保税地域から引き取られる課税貨物に係る地方消費税について適用し、施行日から一部施

行日の前日までの間に事業者が行った課税資産の譲渡等および施行日から一部施行日の前日ま

での間に保税地域から引き取った課税貨物に係る地方消費税についてはなお従前の例による。

議
第
唖
号
滋
賀
県
税
条
例
の

部
を
改
正
す
る
条
例
案

守与h￣



2４

議第133号

議
第
唖
号
滋
賀
県
食
品
衛
生
基
準
条
例
の

●

滋賀県食品衛生基準条例の一部を改正する条例案

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

滋賀県食品衛生基準条例の一部を改正する条例

滋賀県食品衛生基準条例（平成12年滋賀県条例第54号）の一部を次のように改正する。

第１条中「第51条」の右に「ならびに食品衛生法施行令（昭和28年政令第229号。以下「政令」

という。）第８条第１項」を加え、「基準および営業の施設についての業種別の公衆衛生の見地

からの必要な基準」を「基準等」に改める。

第２条第４項中「食品衛生法施行令（昭和28年政令第229号）」を「政令」に改める。

第４条の次に次の１条を加える。

（食品衛生検査施設の基準）

第５条食品衛生検査施設の設備に関する政令第８条第１項の条例で定める基準は、次に掲げる

とおりとする。

（１）理化学検査室、微生物検査室、動物飼育室、事務室等を設けること。

（２）純水装置、定温乾燥器、ディープフリーザー、電気炉、ガスクロマトグラフ、分光光度計、

高圧滅菌器、乾熱滅菌器、恒温培養器、嫌気培養装置、恒温槽その他の検査または試験のた

めに必要な機械および器具を備えること。

２食品衛生検査施設の職員の配置に関する政令第８条第１項の条例で定める基準は、検査また

は試験のために必要な職員を置くこととする。

別表第２第２の１の項に次の１号を加える。

（８）前各号に定めるもののほか、生食用食肉（牛の食肉（内臓を除く。）であって、生食用

として販売するものをいう。以下同じ。）の加工を行う場合にあっては次に掲げる基準に、

生食用食肉の調理のみを行う場合にあっては次のアからウまでに掲げる基準に、それぞれ

適合すること。

ア生食用食肉を取り扱う場所は、他の場所と明確に区分すること。

イ生食用食肉を取り扱う場所には、器具の洗浄および消毒ならびに手指の洗浄および消

毒に必要な専用の設備を設けること。

ウ生食用食肉が接触する設備および器具は、それぞれ専用のものとすること。

エ生食用食肉を取り扱う場所には、殺菌のための加熱を行う専用の設備および専用の冷

部
を
改
正
す
る
条
例
案



2５

却設備を設けること。

別表第２第２の11の項に次の１号を加える。

（７）１の項第８号の規定は、食肉処理業の営業施設について準用する。

別表第２第２の12の項に次の１号を加える。

（３）ｌの項第８号の規定は、食肉販売業の営業施設について準用する。

付則

この条例は、公布の日から施行する。

議
第
蝿
号
滋
賀
県
食
品
衛
生
基
準
条
例
の

部
を
改
正
す
る
条
例
案



2６

議第134号

議
第
哩
号
滋
賀
県
地
方
響
察
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案

４

滋賀県地方警察職員の特殊勤務手当に関する条例の－部を改正する条例案
上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

滋賀県地方警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

滋賀県地方警察職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和32年滋賀県条例第30号）の一部を次の
ように改正する。

付則第５項第３号中「第20条第３項」を「第20条第２項」に改める。
付則

この条例は、公布の日から施行する。



案議他そ のの

－



2７

議
第
函
号
平
成
配
年
度
滋
賀
県
一
般
会
計
お
よ
び
各
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
Ｉ

議第135号

平成23年度滋賀県一般会計および各特別会計歳入露出決算の認定を求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

平成23年度滋賀県一般会計および各特別会計歳入歳出決算の認定を求めることについて

平成23年度滋賀県一般会計および各特別会計歳入歳出決算は、別冊決算書のとおりであるので、

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定に基づき、滋賀県監査委員の意見を付

けて認定を求める。



2８

議第136号

議
第
唖
平
成
卵
年
度
滋
賀
県
院
事
業
会
計
決
算
の
認
定
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

平成23年度滋賀県病院事業会計決算の麗定を求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

平成23年度滋賀県病院事業会計決算の認定を求めることについて

平成23年度滋賀県病院事業会計決算は、別冊のとおりであるので、地方公営企業法（昭和27年

法律第292引第30条第４項の規定に基づき、滋賀県監査委員の意見を付けて認定を求める。

■



2９
議
第
町
平
成
配
年
度
滋
賀
県
工
業
用
水
道
事
業
会
計
決
算
の
認
定
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

議第137号

平成23年度滋賀県エ業用水道事業会計決算の認定を求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

平成23年度滋賀県工業用水道事業会計決算の認定を求めることについて

平成23年度滋賀県工業用水道事業会計決算は、別冊のとおりであるので、地方公営企業法（昭

和27年法律第292号）第30条第４項の規定に基づき、滋賀県監査委員の意見を付けて認定を求め

る。



3０

議
第
蠅
号
平
成
卵
年
度
滋
賀
県
水
道
用
水
供
給
事
業
会
計
決
算
の
認
定
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

Ｉ
Ⅱ
Ｉ

議第138号

平成23年度滋賀県水道用水供給事業会計決算の麗定を求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

平成23年度滋賀県水道用水供給事業会計決算の認定を求めることについて

平成23年度滋賀県水道用水供給事業会計決算は、別冊のとおりであるので、地方公営企業法

（昭和27年法律第292号）第30条第４項の規定に基づき、滋賀県監査委員の意見を付けて認定を

求める。



3１
議
第
蠅
号
契
約
の
締
結
に
つ
き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

議第139号

契約の締結につき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

契約の締結につき議決を求めることについて

次のように請負契約を締結することにつき、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項

第５号および滋賀県議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例（昭和

39年滋賀県条例第11号）第２条の規定に基づき、議決を求める。・

１契約の目的彦根東高校耐震改修その他工事

２契約金額1,546,650,000円

３契約の相手方滋賀県高島市安曇川町西万木926番地・

桑原・八田・高島建設工事共同企業体

代表者株式会社桑原組

代表取締役桑原勝良



国

3２

議
第
幽
号
契
約
の
変
更
に
つ
き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

議第140号

契約の変更につき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

契約の変更につき議決を求めることについて

平成22年６月21日議決を得た琵琶湖流域下水道東北部浄化センター建設工事請負契約を次のと

おり変更することにつき、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第５号および滋賀県

議会の議決に付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例（昭和39年滋賀県条例第１１

号）第２条の規定に基づき、議決を求める｡

円
円
円

０
０
０

０
０
０

０
０
０

変更前の契約額

変更減額

変更後の契約額

０００，

９０７，

０９３，

２，０００，

５２２，

１，４７７，

(参考）

契約の相手方 東京都新宿区四谷三丁目３番１号

日本下水道事業団

理事長谷戸善彦

Ｐ



3３
＆

議
第
山
号
契
約
の
変
更
に
つ
き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

議第141号

契約の変更につき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

契約の変更につき議決を求めることについて

平成23年３月９日議決を得た国道421号緊急地方道路整備工事請負契約を次のとおり変更する

ことにつき、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第５号および滋賀県議会の議決に

付すべき契約および財産の取得または処分に関する条例（昭和39年滋賀県条例第11号）第２条の

規定に基づき、議決を求める。

変更前の契約額

変更増額

変更後の契約額

１，０２８，６６０，８５０円

３７３，１２０，６５０円

１，４０１，７８１，５００円

(参考）

契約の相手方 大阪市中央区博労町二丁目２番13号

大豊・大山建設工事共同企業体

代表者大豊建設株式会社大阪支店

執行役員支店長佐久間崇



ロ

3４

議
第
蝿
号
権
利
放
棄
に
つ
き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
■

議第142号

権利放棄につき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

権利放棄につき議決を求めることについて

県内公立病院等の小児科、産科または麻酔科の診療等に従事した者に係る滋賀県臨床研修医研

修資金貸付金の返還を免除することにつき、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第

10号の規定に基づき、議決を求める。

１貸付けの相手方

ほか２人

２金額7,200,000円

（参考）

3,600,000円×１人＝3,600,000円

1,800,000円×２人＝3,600,000円



3５
議
第
蝿
号
権
利
放
棄
に
つ
き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

議第143号

権利放棄につき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

権利放棄につき議決を求めることについて

県内公立病院等の小児科、産科または麻酔科の診療等に従事した者に係る滋賀県専門研修医研

修資金貸付金の返還を免除することにつき、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第

１o号の規定に基づき、議決を求める。

１貸付けの相手方

ほか１人

２金額4,800,000円

（参考）

2,400,000円×２人＝4,800,000円



3６

議
第
哩
号
権
利
放
棄
に
つ
き
議
決
を
刺
刷
馴
。
ｕ
回
訓
Ｎ
制

議第144号

権利放棄につき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

権利放棄につき議決を求めることについて

県内病院において診療等に従事した者に係る滋賀県医学生修学資金貸付金の返還を免除するこ

とにつき、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第10号の規定に基づき、議決を求め

る。

・１貸付けの相手方

２金 額1,440,000円



3７
５４

利
放
棄
Ｌ
つ
き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

１

議第145号

権利放棄につき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

権利放棄につき議決を求めることについて

県内医療機関等に就職した者に係る県立看護師等養成所授業料資金貸付金の返還を免除するこ

とにつき、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第10号の規定に基づき、議決を求め

る。・

１貸付けの相手方

ほか147人

２金額108,636,600円

（参考）

259,200円×１人＝259,200円

264,600円Ｘ８人＝2,116,800円

300,600円×１人＝300,600円

518,400円×４人＝2,073,600円

523,800円×４人＝2,095,200円

549,600円×２人＝1,099,200円

777,600円×118人＝91,756,800円

860,400円×７人＝6,022,800円

943,200円×２人＝1,886,400円

1,026,000円×１人＝1,026,000円



3８

議
第
噸
号
権
利
放
棄
に
つ
き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

議第146号

権利放棄につき譲決を求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

権利放棄につき議決を求めることについて

滋賀県病院事業の診療、検査等に関する費用に係る請求権を放棄することにつき、地方自治法

(昭和22年法律第67号）第96条第１項第10号の規定に基づき、議決を求める。

納入義務者および金額

、

番号 納入義務者 金額 参考

１ 258.430

円
平成10年度から平成11年度までの

診療、検査等に関する費用

２ 210,540

平成12年度から平成13年度までの
診療、検査等に関する費用

３ 282,430

平成12年度から平成13年度までの
診療、検査等に関する費用

４ 885,574

平成14年度の診療、検査等に関す

る費用

『

５ 350.610

平成14年度の診療、検査等に関す

る費用

６ 667,240

平成14年度から平成15年度までの
診療、検査等に関する費用

７ 1,109,292

平成15年度の診療、検査等に関す
る費用

８ ・381.970

平成15年度の診療、検査等に関す

る費用

９ 787,030

平成20年度から平成21年度までの
診療、検査等に関する費用



3９
議
第
唖
号
県
の
行
う
建
設
事
業
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
関
係
市
町
が
負
担
す
ぺ
き
金
額
を
定
め
る
こ
と
に
つ
き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

議第147号

県の行う建設事業に要する経費について関係市町が負担すべき金額を定めることにつき議決を

求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

県の行う建設事業に要する経費について関係市町が負担すべき金額を定めることにつき議

決を求めることについて

地方財政法（昭和23年法律第109号）第27条第２項の規定に基づき、平成24年度において県の

行う次の建設事業に要する経費について、関係市町が負担すべき金額を定めることにつき、議決

を求める。

事業名 関係市町.名 負担すべき金額

補助林道事業 長浜市

米原市

計

1,500,000円

5,000,000

6,500,000

県営経営体育成基盤整備事業 彦根市

近江八幡市

湖南市

東近江市

計

2,100,000

250,000

●

）461,000

660,000

3,471,000

県営中山間地域総合整備事業 東近江市

計

1,000,000

1,000,000

県営みずすまし事業 東近江市

計

13,500,000

13,500,000

県営農村振興総合整備事業 長浜市

守山市

計

5,700,000

750,000

6,450,000

大津市 39,005,200

彦根市 4,428,600

長浜市 10,567,350

近江八幡市 9,312,150



4０

議
第
駈
号
県
の
行
う
建
設
事
業
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
関
係
市
町
が
負
担
す
べ
き
金
額
を
定
め
る
こ
と
に
つ
き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

事．業名 関係市町名 負担すべき金額

草津市

守山市

栗東市

甲賀市

野洲市

湖南市

高島市

東近江市

米原市

日野．町

竜王町

愛荘町

計

3,540,200円

7,195,200

6,393,600

12,212,100

6,731,200

3,805,600

5,282,550

15,151,050

2,389,500

5.309.700

3,539,800

109,950

134,973,750

補助急傾斜地崩壊対策事業 大津 市

長浜市

近江八幡市

高島市

米原市

多賀町

計

5,000,000

8,100,000

7,300,000

7,000,000

800,000

9,000,000

37,200,000

補助急傾斜地総合流域防災事業 長浜市）

栗東市

甲賀市

高島市

日野町

計

9,302,000

1,800,000

4,000,000

1,500,000

4,500,000

21,102,000

補助都市計画街路事業 彦根市

守山市

甲賀市

東近江市

計

67,500,000

143,965,125

69,750,000

8,179,875

289,395･ＯＯＯ

大津市 2,919,900

彦根‘市 7,299,600

守山市 2,773,800



4１

議
第
、
号
県
の
行
う
建
設
事
業
に
要
す
る
経
臘
に
ｂ
川
に
閥
縢
怖
町
脚
慣
胆
片
侭
惜
股
噸
陣
促
肋
旧
に
比
に
旧
惜
臘
欣
催
休
肋
旧
に
化
昨
灼
川
ｋ

事業名 関係市町名 負担すぺき金額

甲賀・市

東近江市

計

2,181,000円

1,031,100

16,205,400

都市公園事業 野洲市

計

2,985,000

2,985,000

ただし、関係市町の事業費に増減があった場合においては、知事は、その増減の額に応

じて負担すぺき金額を変更することができる。



4２

議
第
噸
号
県
の
行
う
土
地
改
良
事
業
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
関
係
市
が
負
担
す
ぺ
き
金
額
を
定
め
る
こ
と
に
つ
き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

議第148号

県の行う土地改良事業に要する経費について関係市が負担すべき金額を定めることにつき議決

を求めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事嘉田由紀子

県の行う土地改良事業に要する経費について関係市が負担すべき金額を定めることにつき

議決を求めることについて

士地改良法（昭和24年法律第195号）第91条第６項において準用する同法第90条第10項の規定

に基づき、平成24年度において県の行う次の土地改良事業に要する経費について、関係市が負担

すぺき金額を定めることにつき、議決を求める。

事業名 関係市名 負担すべき金額

県営かんがい排水事業 彦根市

近江八幡市

草津市

守山市

栗東市

甲賀市

野洲市

湖南市

高島市

計

24,440,000
円

8.750.000

32,165,000

2,045,000

2,520,000

48,609,000

1,125,000

14,814,000

8,782,000

143.250,000

県営経営体育成基盤整備事業 彦根 市

長浜市

近江八幡市

湖南市

東近江市

米原市

計

2聯074,000

80,393,000

3,377,000

4,957,000

18,863,000

17.253.000

126,917,000

県営農道整備事業 湖南市

計

5,031,000

5,0310000



4３
議
第
幽
号
県
の
行
う
土
地
改
良
事
業
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
関
係
市
が
負
担
す
べ
き
金
額
を
定
め
る
こ
と
に
つ
き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

事 業名 関係市名 負担すべき金額

県営中山間地域総合整備事業 彦根市

甲賀市

東 近江市

､計

4,290,000
円

14,700;000

4j016,000

．』
23,006,000

県営農村振興総合整備事業 長浜市

計

6,500,000

6,500,000

県営農地防災事業 彦根市

近江八幡市

甲賀市

東近江市

米原市

計

11,000,000

3,500,000

16,950,000

12,493,000

2,400,000

・460343,000

ただし、関係市の事業費に増減があった場合においては、知事は、その増減の額に応じ

て負担すべき金額を変更することができる。



4４

議
第
噸
号
流
域
下
水
道
事
業
に
卿
制
馴
紐
馴
旧
引
Ｎ
ｄ
脚
例
制
剛
汎
創
捌
洲
刈
創
針
制
制
矧
肌
引
則
り
回
訓
剖
劇
渕
針
利
肌
引
引
Ⅱ
側
引
川
刮

議第149号

流域下水道事業に要する経費について関係市町が負担すべき金額を定めることにつき議決を求

めることについて

上記の議案を提出する。

平成24年９月19日

滋賀県知事一嘉田由紀子

流域下水道事業に要する経費について関係市町が負担すぺき金額を定めることにつき議決

を求めることについて

下水道法（昭和33年法律第79号）第31条の２第２項の規定に基づき、平成24年度において県の

行う流域下水道事業に要する経費について、関係市町が負担すぺき金額を次のとおり定めること

につき、議決を求める。

関係市町名 負担すべき金額

大津市 ８３ ８２１ ， ３００
円

彦根市 １４５ , ８８６．．８５０

長浜市 １６２ , ２７４ ， １４０

近江八幡・市
￣

３３ ７４１ , ６００

草津市 ５５ , ８２２ ， ５００

守山市 １０１ ， ７８０ ， ５８４

栗東市 ９７ ０ ８６７ , ９６６

甲賀市 ４４ ， ８２３ , ４００

野洲市 ３３ , ９０７ , ０００

湖南 市 ３７ , ０９０ 、 ９５０

高・島市 ３３ , ９３５ 、 ５００

東近江市 ８４ ， ４１２ ， ０３０

米原市 ４４ , ８９８ 、 ５１０

日野町 １３ ， ３５６ 、 ０５０

竜王町 １３ ， １９０ ０ ６５０

愛荘町 ３４ 、 ９５０ ， ６７０

豊郷町 ９ ， ５０３ ， ７４０
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関係市町名 負担すべき金額

甲良町 １０ ， ５６９ , ５８０
Ｈ

多賀町 １０ ， ５６９ , ５８０

計 １ ▽ ０５２ ０ ４０２ Ｐ ６００

ただし、関係市町の事業費に増減があった場合においては、知事は、その増減の額に応

じて負担すべき金額を変更することができる。


